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１．研究計画の概要 
（１）本研究は、母子生活支援施設の現代的
役割を問い直すことを目的としている。母子
生活支援施設は児童福祉法に基づく児童福
祉施設であるが、母子が一緒に生活する施設
であり、その援助も独自性を有している。現
在、その利用者は、ＤＶ被害者や、精神・知
的障害を伴う者、さらに実家の家族の援助が
望めないシングルマザーの利用が多く、その
社会的なニーズは高い。具体的な援助も、住
居提供に伴う相談援助や子育て支援だけで
はなく、ＤＶなどの危機対応や、母親の就労
支援のための夜間・休日・病児保育などの保
育サービスの充実、さらには地域に住むひと
り親世帯への支援という視点からも期待さ
れてきている。 
 
（２）しかし一方で、ＮＰＯ活動や他の子育
て支援策の充実により、母子生活支援施設に
期待される役割も変化しつつある。本研究で
は、これまでの施設をめぐる経緯や関連する
諸調査と、家庭訪問を中心として展開してい
るアメリカにおける援助との比較の中から、
現代における母子生活支援施設の役割と援
助に関する新たな方向性を探る。 
 

 

２．研究の進捗状況 
（１）施設と利用者の検討 
全国８地域の施設を訪問した。ハード面の

違いにより、利用者へのプライバシー配慮や、
それに伴う利用者間・対援助者の問題も生じ
ていた。また施設ごとの援助や｢自立｣へのア
プローチも異なっており、それは援助側の認
識とともに、利用者の特性も規定要因として

考えられた。障害者の割合が高い施設、｢自
立｣に導きやすい利用者が高割合の施設、ま
た DV 被害者が多数を占める施設などの相違
があった。さらに施設利用者へのアンケート
調査を実施し、母親と子の貧困の再生産の問
題と、障害に関わる課題が明らかとなった。 
 

（２）シェルター機能に関しての検討 
ＤＶ対応ソーシャルワーカーへの教育を

し て い る 尾 崎 礼 子 氏 （ Ohio Domestic 
Violence Network 所属）を招聘し、日本とア
メリカについて意見交換を行った。加害者に
対するプログラム効果は期待できず、被害者
である女性への援助に力を注ぐことの必要
性が確認された。同時に本施設が、地域に開
いていく特質と、シェルター機能とを兼ね備
えているリスクについても示唆された。 
 
（３）援助の形態とプログラムの検討 
障害児をもつ家族への援助を行っている

NAC(New Alternatives for Children : NY 市)
を訪問し、プログラムと援助形態について検
討した。専門職によるチームでの援助の展開、
フォローアッププログラムの充実、スーパー
バイズ体制の徹底が、第一線のワーカーを支
えていた。形態では、居住型の方が即時的援
助ができるが、その場合の援助者の負荷につ
いて指摘された。同じくＮＹ市内にある家族
向けのホームレスシェルター（Regent Family 
Residence）も訪問し、居住型施設での「自
立」プログラムを検討した。親への就労支援
なども用意されているが、４ヶ月以内という
短い入所期間であっても、子どもたちへの支
援が充実していることが特徴的であった。 
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３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 母子生活支援施設について多角的に検討
し、その具体的な援助の方向性を模索する事
を通して、現代に要請される施設の役割を検
討する段階に達しているため。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）これまでの分析から、施設利用者の中
でも障害を抱えている母親と子どもの課題
が大きく、その支援も難しさを有しているこ
とが明らかとなっており、傷害をもつ母子へ
のインテンシブな面接調査を進めていく。 
 
（２）上記との関連で、援助に困難を伴う利
用者に対する施設側の援助実態についての
調査を行う。アンケート調査と、一部の施設
でのソーシャルワーカーへの面接調査を行
う。これにより、援助を受ける側と提供する
側からの検討を行う。 
 
（３）施設における貧困と傷害が重なるケー
スへの援助が困難になってきている現状と、
アメリカにおける援助プログラムの充実さ
とを鑑みて、当初計画されていた地域の母子
世帯調査よりも、施設内での支援プログラム
とソーシャルワークの充実にむけた検討が
急務であると考える。上記の調査を本年度進
めると同時に研究全体のまとめを行う。 
 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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